






一方、3ケ月以上の慢性疾患は表 2に示す如く、全調査対象入院数の 3.5%を占め、その大

半は 3-6 ケ月児であった。慢性入院患者によって占有されて困るという印象を持っている

施設は、慢性疾患経験施設中の 41.2%と比較的少なく、58.8%はあまり困らないと答えてい

る。このうちいわゆる一般小児病棟への転床システムのある施設は、占有されて困ると答

えた施設の中には少なく、このような転床システムの必要性が明確となった。慢性疾患と

しては、いわゆる低体重児が最も多く次いで BPD、奇形、等があげられる。後に元気に退

院していく低体重児や BPD 児の長期入院に対する、早急にして具体的な配慮と対策が必要

であると思われる。在宅療法の経験のある施設は 8.1%にすぎず、今後の課題と言える。そ

の病院の搬送入院率を縦軸に慢性疾患発症率を横軸にとると、比較的正の相関がみられる

ことが判明した(黒丸印は名古屋市立大学 NICU)(図 1)。搬送入院を積極的に扱っている施

設に長期入院例が多いことを示している。そこで、搬送体系について調査したところ、全

搬送入院数 1,512 人のうち、産科開業医からのものが 78,6%を占めていた。受け入れ施設

の医師が搬送したものは 42.8%にすぎず、依頼側の看護婦による搬送がかなり多い印象を

得た。搬送入院を受け入れている施設のうち、母体搬送の増加を感じている施設は 26,1%

にすぎなかった。奇形児の入院増加を感じている施設は 17.4%にみられた。これら慢性疾

患に対するまとめ、および搬送体系に関するまとめを表の 3、4、5に示した。 


